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自分を守る！ ▶初動体制の構築 03 連携組織をつくる 

014 地域企業連携型の事業継続体制の構築 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

四日市霞コンビナート運営委員会(東ソー株式会社 四日
市事業所地) 【平成 27年】 

- その他防災関連事業者 
【電気・ガス・熱供給・水道業】 

三重県 

 取組の概要 

 四日市・霞コンビナートの概要 

 霞コンビナートは三重県と四日市市が設立した四日市港開

発事業団によって開発された人工島であり、面積は約259

万平方メートル  約 78万坪）。13社企業が立地している。 

 霞コンビナ－ト内ではナフサを原材料にしたエチレンセン

ターを中心に、地区内企業はパイプラインでエチレン、プ

ロピレン等の原材料の供給を受ける結合生産を実施し、ま

た電力・スチーム、窒素・酸素等を共同的に供給・利用をしている。 

 また、消防や排水処理等の共同施設を、地区内企業の出資で設立した  霞共同事業株式会社」に

おいて管理している。 

立地する全企業で事業継続マネジメントに取り組む 

 霞コンビナートでは地区内企業がパイプラインで結ばれ、結合生産を行っており、事業継続を

図る上でも企業間連携が必要となっている。また、出島型のコンビナートであり、従業員の安全

確保のためにも地域内企業が協働して取り組むことが効果的である。四日市市担当者より経済

産業省のBCP Business Continuity Plan：事業継続計画）策定プログラムを紹介されて応募

したことをきっかけに、平成23年度から立地している全13企業が連携して、事業継続マネジ

メントシステムの構築を行うこととなった。 

 具体的には、南海トラフ地震による震度 6強以上の揺れの発生、液状化、地震の 90分後に約5

ｍの津波が到達することによる浸水被害等を想定しながら、 地域連携による従業員の安全確

保」 石油コンビナートの事業継続 ・事業再開」の2つのテーマに関わる課題と対応策について、

時系列及び個社対応、地域連携対応の区別の整理を行っている。 

 

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 サプライチェーンの起点としての地域連携型事業継続マネジメント 

 同コンビナートではエチレンを生産し、それを原料に合成樹脂、合成繊維、合成ゴム等多種多様

な石油化学製品を製造している。これらの製品は、自動車産業や電子 ・電器機器産業等の原材料

ともなっており、コンビナートは日本のものづくり産業のサプライチェーンの起点の一つとな

っている。 

▲四日市霞コンビナート全景 
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 石油化学コンビナートが機能不全に陥ると、石油化学製品の供給のみならず、我が国のものづ

くり産業に大きな影響を与えることから、霞コンビナート運営委員会では、被災後の備蓄によ

る対応や迅速な復旧等による事業継続について積極的な検討を進めている。 

個別の取組と地域連携型の取組を組み合わせる 

 複数の地区内企業が連携した事業継続方策の検討にあたっては、その前提として、個別の事業

継続の仕組の確立が必要となる。また、個別、地域連携型のそれぞれの仕組の間で齟齬が生じな

いよう、フィードバックを含めた検討も求められる。 

 このため、霞コンビナートでは、各社が参加する研修を実施するとともに、ワークショップによ

り情報と危機感の共有を図っている。また、個別企業の事業継続計画の策定の支援を行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 取組の平時における利活用の状況 

  霞コンビナートでは 13の立地企業の工場長・事業所長で構成する運営委員会を設置しており、

 総務分科会」 環境保安分科会」 技術分科会」を有しており、地域連携型事業継続マネジメン

トもこの枠組みを活用して行われている。 

 その結果、情報の収集･共有体制が強化され、協調して事業継続に取り組むことにより、平時の

防災体制の見直しと有事の際の迅速な対応を可能にし、確実な復旧時期を見通すことができる

ようになっている。 

 

 

 

▲BCP策定の流れ 
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 防災・減災以外の効果 

  霞コンビナートを含む四日市コンビナートは、日本最初のコンビナートであり、整備着工から

45年以上を経ており、道路等基盤施設の老朽化も進行している。また埋立地である本地区は、

霞大橋等の限られた橋梁で内陸側と結ばれており、災害時の脆弱性が懸念されている。 

 立地する企業が連携して、社会資本の老朽化対策や冗長性の確保について提言を行うことで、

強靱性に加え、平時の利便性等が高まる取組の推進となることが期待されている。 

 

 周囲の声 

  空間的にも、事業のつながりの上でも、連携した事業継続計画を策定することに意義があるエ

リアである。企業連携型のBCP策定は、必要性は認識されていても、各種の調整が必要であり、

なかなか策定にまで至らないケースが多い中、先進的な取組の一つであるといえる。 防災関係

研究機関） 
 

 


